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 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者、又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立がなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に局長から工
事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚発第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、平成31年５月27日におい
て次の要件を満たすものとする。
 平成16年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した下記の要件を満
たす同種工事の新設（工事種目についてシ
ステム一式（機器及び配管等の施工（試験・
調整を含む。））を施工していること。）の施
工実績を有すること（共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率20％以上の場合
のものに限る（ただし、異工種建設工事共
同企業体については適用しない。）。）。
なお、下記の同種工事は建築物における
施工実績（建築一式工事における施工実績
は含まない。）に限る。

１．延べ面積 20000以上（建物１棟に
おける延べ面積とし、増築にあっては増
築部分とする。）
２．階数 総階数３階以上
３．工事種目 下記ａ）及びｂ）両方の施
工実績を有すること。ただし、同一工事
での施工実績でなくてもよい。
ａ）空気調和設備
ｂ）給水設備

ただし、申請できる同種工事の施工実績
は２件までとし、これを超える件数の施工
実績を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を実績として認めない。
なお、当該実績が地方整備局所掌の工事
（旧地方建設局所掌の工事を含み、港湾空
港関係を除く。）又は工事成績相互利用対象
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。ただし、請負代金額が500万円未満の
工事は除く。
特定建設工事共同企業体にあっては、代
表者が上記の施工実績を有し、他の構成
員は下記の要件を満たす同種工事の新設
（工事種目についてシステム一式（機器及
び配管等の施工（試験・調整を含む。））を
施工していること。）の施工実績を有するこ
と。

１．延べ面積 6000以上（建物１棟に
おける延べ面積とし、増築にあっては増
築部分とする。）
２．工事種目 空気調和設備
ただし、申請できる同種工事の施工実績
は１件のみとし、これを超える件数の施工
実績を申請した場合は、申請されたすべて
の工事を実績として認めない。
また、異工種建設工事共同企業体として
の実績は、協定書による分担工事の実績の
み同種工事の実績として認める。
 建設業法（昭和24年法律第100号）の管
工事業につき、許可を有しての営業年数が
５年以上あること。ただし、相当の施工実
績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確保
できると認められる場合においては、許可
を有しての営業年数が５年未満であっても
これを同等として取扱うことができるもの
とする。
 建設業法の管工事業に係る監理技術者又
は国家資格を有する主任技術者を当該工事
に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、30％以上の出資比率であ
るものとする。

 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」）昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
６の認定（６の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建
設工事共同企業体も４及び５により申請をする
ことができる。この場合において、特定建設工
事共同企業体としての資格が認定されるために
は、６の認定を受けていない構成員が６
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに特定建設工事共同企業体としての
資格の審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。また、この場合において、６の
認定を受けていない構成員が当該工事に係る開
札の時までに６の認定を受けていないとき
又は６の一般競争参加資格がないとの認定
（６の局長が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けた
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。
10 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「市ヶ谷
警察総合庁舎機械設備工事 ・特定
建設工事共同企業体」とする。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 31 年４月 26 日
独立行政法人国立病院機構
米子医療センター院長 長谷川純一

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 31
〇第 00002 号（№00002）
１ 調達内容
 品目分類番号 27、28、29、31、71
 導入計画物品及び数量 病院情報システム
一式及び７年間の保守業務委託
 調達方法 購入又はリース
 導入期限 平成32年度第３・四半期
 納入場所 独立行政法人国立病院機構米子
医療センター
 調達に必要とされる基本的な要求要件 詳
細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１の物
品に関する一般的な参考資料等の提供を招請す
る。
 資料等の提供期限 平成31年６月10日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒6830006 鳥取県米子市車尾
４17１ 独立行政法人国立病院機構米子
医療センター 事務部企画課 企画課長 小
林 紀雄 電話0859337115 内線2137

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 平成31年５月７日から平成31年
６月９日まで
 交付場所 上記２に同じ
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。
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